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ここが聞きたい 般一 質 問

問 	 臨海部における工場新設・拡張の課題と対策は。
答 	 自然災害への不安と道路などの社会インフラの弱

さが課題である。道路問題の解決と田原公共埠頭
の機能強化の推進に取り組み、臨海工業地域の魅
力を向上させる。

問 	 田原公共ふ頭の機能強化のための取り組みは。
答 	 大型船が接岸できるよう、田原公共ふ頭を水深10

ｍ（※）にする港湾計画の変更と早期着手を愛知
県に働きかけていく。港湾計画の変更を審議する

「愛知県地方港湾審議会」が開催される予定なの
で、港湾機能拡大の動きが加速するものと考えて
いる。

臨海部における立地環境について
問 	 東三河各市における工場立地の際の緑地面積率は。
答 	 豊橋市が15％以上、豊川市が10％以上、蒲郡市

及び新城市が５％以上。田原市は緑地面積率の緩
和をしていないため、20％以上である。

問 	 緑地面積率を緩和すると、企業と市民にどのよう
なメリットやデメリットがあるのか。

答 	 進出企業には初期投資の縮小、既存企業には生産
面積の拡大による新たな設備投資が考えられる。
市民には設備投資による雇用機会の拡大、市には
税収の拡大が考えられる。デメリットは特に見当
たらない。

問 	 今後、どのように企業誘致を進めていく予定か。
答 	 童浦校区と丁寧な説明と対話を行い、地元の理解

を得て進めていきたい。関係機関と調整を図り、
工場立地の規制緩和の一つとして、緑地面積率を
緩和する条例案を議会へ提出していきたい。

規制緩和の一つとして、緑地面積率を緩和する条例案を提出し
たい

今後、どのように企業誘致を進めていくのか
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（※）	 岸壁の水深が大きくなるほど、より大型の船舶を係留
できる。田原公共ふ頭2号岸壁は、現状では水深5.5ｍ、
現在の計画では水深7.5ｍとなっている。


